





























ナムをも含む広義の東アジア国際家族法については、英 の影響を強く受け いる香港法を除いて、一先ず、そ 現状が概観された。　
本報告は、それに続くものであり、ベトナム以外の東南ア




















ieferung, 2003, S.11. ）。そ






































































erid, a. a. O
., Indonesien, 54. Lief-
erung, 1976, S.12f. ）。
　
右法律第三条は、別段の規則がない限り、同法律が民商事






















を有している場合であって 、その本国の国際私法 国籍主義を採用 限り適用される。インドネシア最高裁判所判決によれば、その原則の例外とな 場合としては 外国法が、人の宗教又は人種 相違が婚姻障碍であってはならないという原則に反することとな ような場合 挙げら（B
ergm
ann/F
erid, a. a. O
., S.12. ）。その意味において、インド








































































































































カンボジア市民とカンボジア市民と 間、又は、カンボジア市民と外国人との間の婚姻は、当事者双方が居住する国に所在するカンボジア国 大使館又 領事館の登録係のもとにおいて行なわれなければならない 」
（第一項）
と規定し、又、



















ア市民と外国人との間の婚姻は、カン に従って挙行されるも とする。 」と規定して、カンボジア実質法に服すべきことを定めている。その一方、同法第八一条は、「外国におけるカンボジア市民とカンボジア市民との間、又は、カンボジア市民と外国人 の間の の解消はジア国において有効なものとして承認される。 」
（第一項）
と










erid, a. a. O
., S.13. ）。そして、 「カン


















erid, a. a. O
., S.13. ）。また、養子縁組



































主主義人民共和国におけるラオス国民 外国個人、在留人及び無国籍者と 婚姻、並び 外 国人及び無国籍者の間の婚姻は、婚姻希望者 本 の法律が未成年者又は一夫多妻婚者 の婚姻を許容していても、本 の諸規定を遵守するものとする。 」
（第二項）
、 「ラオス民主主義人民














































































に整備された国際私法規則を しかも早くから有しているのは、タイのみであると言う ができるであろう。それ以外の国々において、多様な民族、宗教 雑多な慣習法の存在が国際私法の立法化にとって困難な問題 惹起していることが考えられる。また、第二次世界大戦を挟んで、それ以前の時代における英 、フランス オランダ等の列強の殖民地 なかったこと、軍部クーデターは別として、大戦後における国家分裂の内戦等がなかったことも、国際私法をも含めたその法体系全体 整備と必ずしも無関係であると言えないであろう。取り分け、カンボジア及びラオスについては、今後におけるわが国による法整備のための援助が更 充実されることが期待される。
（かさはら・としひろ
　
東洋大学法学部教授）
国際家族法研究会報告〔笠原　俊宏〕
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